様式５
提　案　書

件名：令和８年度座間市外国語指導助手労働者派遣（単価契約）
１　会社概要・理念
(１) 企業コンセプト、業務内容、資本金、従業員数、営業年数等について
	企業コンセプト
	

	業務内容
	

	資本金(単位千円)
	

	従業員数
	

	営業年数
	

	マージン率
	

	小・中学校における英語教育に対する考え
	

	ＡＬＴに必要な資質・能力についての考え方
	



(２) 英語教育における外国語指導助手（以下、「ＡＬＴ」という。）以外の社員教育、資質向上、守秘義務等の社内基準について
	社員教育
	　

	資質向上の社内基準
	　

	守秘義務等の社内基準
	　




(３) 英語教育全般に関する研究体制（組織、人員、研究内容等）について
	組織
	人　員
	研究内容等

	
	
	

	
	
	

	
	
	



(４) 小・中学校の英語教育に関する英語指導法、教材等に関する研究体制や取組、成果について
	英語指導法、教材等に関する研究体制
	

	取組
	

	成果
	



(５) ＡＬＴを採用する組織体制(組織、人員、業務内容等)
	組織
	人員
	業務内容等
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(６) ＡＬＴの採用基準 ・採用方法等
	採用基準
	　

	
	

	
	

	採用方法
	

	ＡＬＴの勤務評価の方法
	　

	
	

	
	



(７) 座間市役所直近の支社等のスタッフの体制（組織名、人員、業務内容等）
	組織名（支社、営業所等）
	人員
	業務内容等

	
	
	

	
	
	

	
	
	





２　ＡＬＴ派遣の実績（直近３年間の業務実績）

(１) 神奈川県内の直近３年間の公立小中学校の業務実績
	契約年度
	市町村名
	学校数
	ＡＬＴの人数

	
令和
６年度
	
	小学校　　　校
中学校　　　校
	人

	
	
	小学校　　　校
中学校　　　校
	人

	
	合　　計
	校
	人

	令和
７年度

	
	小学校　　　校
中学校　　　校
	人

	
	
	小学校　　　校
中学校　　　校
	人

	
	合　　計
	校
	人

	令和
８年度

	
	小学校　　　校
中学校　　　校
	人

	
	
	小学校　　　校
中学校　　　校
	人

	
	合　　計
	校
	人



 (２) 神奈川県外の直近３年間の市町村の業務実績
	契約年度
	市町村名

	令和
６年度
	

	
	

	
	

	
	合　　計

	令和
７年度
	

	
	

	
	

	
	合　　計

	令和
８年度
	

	
	

	
	

	
	合　　計


３　ＡＬＴの研修
(1) ＡＬＴ採用直後研修について
	期間
	　

	研修内容
	　



(2) ＡＬＴ派遣開始後の研修
	実施時期・期間
	　

	研修内容
	　



(3) ＡＬＴの研修に関する組織体制
	職名
	人員
	業務内容等

	
	
	

	
	
	

	
	
	



４　専属講師
 専属ＡＬＴの内訳
	
	男　性
	女　性
	合計

	（１）　ＴＥＦＬまたはＴＥＳＯＬの有資格者
	人
	人
	人

	（２）　業務経験が２年以上あるもの
	人
	人
	人

	専属ＡＬＴ人数
	人
	人
	人






５　トラブル等への対処
(１) ＡＬＴとの連絡体制


(２) ＡＬＴの欠勤・遅刻等の対応方法


(３) 担当のＡＬＴが配置当日病欠等、派遣出来なくなった場合への対応及びその体制


(４) 学校からの報告によりＡＬＴの評価が思わしくない場合の対応


(５) 欠員が生じた場合の対応


(６) 市教委･学校からの要望・苦情等への対応方法
	把握方法
	　

	連絡体制・対応
	　



６  ＡＬＴの効果的な活用提案
(１) ＡＬＴを活用した効果的な英語教育の推進方策について考え方･具体的な進め方


(２) 授業以外でのＡＬＴの効果的な活用方法についての考え方･具体的な活用方法


(３) 教科書、年間指導計画に準拠した新教材の開発、ＩＣＴの活用、研究体制


(４) 小学校から中学校への接続、連携




７　提案条件等（貴社からの提案等がありましたらご記入ください）
 (１) 提案にあたり、貴社の契約条件等を記述してください。
(２) 本市提示内容と、貴社提案内容との相違点を記述してください。
(３) 他に優れた提案項目がありましたら記述してください。
(４) 本市への要望事項等がありましたら記述してください。
(５) その他、特記事項がありましたら記述してください。

８  見積書（別途様式６　提案に係る見積をすること）
1 派遣１人日の単価及び１年間の見積額（消費税抜き）と下段に３年間の見積額を記載すること。
2 見積単価には、派遣労働者の社会保険等の諸経費を含むこと。
3 提示金額が、予算上限金額を上回った場合は、審査の対象外とする。
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